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１．地域の循環型社会形成を推進するための基本的な事項 

（１）対象地域 

   構成市町村名： 相模原市  

   面    積： ３２８.９１ｋ㎡ 

   人    口： ７２３,０７６人（令和２年１０月１日現在） 

 

図１ 対象地域図 

 

（２）計画期間 

   本計画は、令和３年４月１日から令和１０年３月３１日までの７年間を計画期間とする。 

   なお、目標の達成状況や社会経済情勢の変化等を踏まえ、必要な場合には計画を見直すも

のとする。 

 

（３）基本的な方向 

   相模原市は、旧津久井４町との合併や政令指定都市移行など、廃棄物行政を取り巻く環境

の変化を踏まえ、平成２０年３月に平成３０年度までを計画期間とする、相模原市一般廃棄

物基本計画「循環型社会形成 さがみはらプラン２１」、平成３１年３月には令和９年度まで

を計画期間とした「第３次相模原市一般廃棄物処理基本計画」を策定し、SDGs に沿った環境

への負荷をできる限り低減する、持続可能な循環型社会や低炭素社会の形成を目指し、「食品

廃棄物の削減」や「災害時の廃棄物処理体制の構築強化」など、喫緊の社会的課題の解消に

向けた施策を進めている。 

 ごみ処理については、「４Ｒ（リフューズ（Refuse）：発生抑制、リデュース（Reduce)：排

出抑制、リユース(Reuse)：再使用、リサイクル(Recycle)：再生利用）の推進と循環型スタイ

ルの確立」、「資源を循環させる社会システムの構築」、「市民・事業者・行政の協働によるご

みを出さない環境づくり」の３つを基本方針に掲げ、安心して生活できる環境の維持、向上

に取り組むこととする。 

そのため、市民一人ひとりや個々の事業者が４Ｒに取り組み、生活や事業活動の従来のス

タイルを循環型のスタイルに転換すること、収集・運搬から中間処理、最終処分に至るまで
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の一連の処理過程において、安全性の向上や効率的な運営に努めるとともに、エネルギー回

収施設による発電及び余熱供給によるエネルギー回収の高効率化、溶融スラグの資源化など

による最終処分場の延命化などにより自然環境に配慮した環境負荷の少ない循環型の社会シ

ステムの構築を図ること、また、市民・事業者・行政がそれぞれの責務と役割を再認識する

とともに、より一層協働し、ごみを出さない環境づくりを進めることに取り組むこととする。 

 また、生活排水処理については、都市としての機能と水源地域の豊かな水環境を有する本

市の特性を考慮し、生活排水の適正な処理を推進するため、最適な整備手法を設定し、計画

的な整備を推進するため、未整備区域における各種汚水処理施設の整備及び増大する施設ス

トックの長期的かつ効率的な運営を、計画的に実施していくための整備構想を見直すととも

に、公共下水道を当分の間整備する予定のない地域については、引き続き合併処理浄化槽の

普及及び適正な維持管理の促進に取り組むこととする。 

 

（４）ごみ処理の広域化・施設の集約化の検討状況 

   ごみ処理の広域化は単独ブロックのため、現段階では検討を行っていない。施設の集約化

は、相模原市と津久井４町の合併に伴い、ごみ焼却施設は津久井地域の施設を廃止し、し尿

処理施設は旧相模原市の区域の施設を廃止して、施設の集約化を図った。今後は、施設の新

設時に検討することとする。 

 

（５）プラスチック資源の分別収集及び再商品化に係る実施内容 

   プラスチック資源は当面の間可燃ごみとして収集を行うが、プラスチック資源循環促進法

が施行したことを踏まえ、国の動向を注視しつつ、相模原市廃棄物減量等推進審議会や関係

事業者などの意見も聞きながら、市民にとって分かりやすい普及啓発や情報提供を含めた対

応を検討していく。 

 

２．循環型社会形成推進のための現状と目標 

（１）一般廃棄物等の処理の現状  

   令和元年度の一般廃棄物の排出、処理状況のフローは図２のとおりである。 

   総排出量は、集団回収量も含め、229,745 トンであり、再生利用される「総資源化量」は

45,754 トン、リサイクル率（＝（直接資源化量＋中間処理後の再生利用量＋集団回収量）÷

（ごみの総処理量＋集団回収量））は 19.9％である。 

中間処理による減量化量は 163,988 トンであり、集団回収量を除いた排出量の 72.7％が減

量化されている。また、集団回収量を除いた排出量の 8.9％に当たる 20,003 トンが埋め立て

られている。なお、中間処理量のうち、焼却量は 188,443 トンである。 

焼却施設である南清掃工場、北清掃工場では、焼却による熱により発電し、場内で利用す

るとともに余剰電力を売電している。また、両清掃工場では近隣の公共施設に蒸気を供給す

るほか、南清掃工場では、ごみ処理の過程で生成される溶融スラグを道路用資材など、資源

として有効利用を図っている。 
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                                 （単位：トン） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図２ 一般廃棄物の処理状況フロー（令和元年度） 

 

（２）生活排水の処理の現状 

   令和元年度の生活排水の処理状況及びし尿・汚泥等の排出量は図３のとおりである。 

   生活排水処理対象人口は、全体で 717,756 人であり、水洗化人口は 703,998 人、汚水衛生

処理人口普及率は 98.1％である。し尿発生量は 2,448kl、浄化槽汚泥発生量は 24,477kl であ

り、処理・処分量は 26,925kl である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
   ※生活排水処理では住民基本台帳人口を使用しているため、一般廃棄物処理で使用している人口（平成 27 年国勢調

査を基準とした推計人口）とは異なる。 
 

図３ 生活排水の処理状況フロー（令和元年度） 

 

（３）一般廃棄物等の処理の目標 

本計画の計画期間中においては、循環型社会の実現を目指し、表１のとおり目標量につい

て定め、それぞれの施策に取り組んでいくものとする。また、令和１０年度における目標達

成時の一般廃棄物の処理状況フローは図４のとおりである。参考として別添１に現状と目標

の推移のグラフを添付する。 
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表１ 減量化、再生利用に関する現状と目標 

 

指    標 
現状（割合※１） 
（令和元年度） 

目標（割合※１） 
（令和１０年度） 

排 出 量 

生活系ごみ 総排出量 
  １人当たりの排出量 ※２ 

168,532 ﾄﾝ 
184 kg/人 

－ 
－ 

149,400 ﾄﾝ 
165kg/人 

△11.4% 
△10.3% 

事業系ごみ 総排出量 
  １事業所当たりの排出量 ※３ 

57,037 ﾄﾝ 
2.59 ﾄﾝ/事業所 

－ 
－ 

51,000 ﾄﾝ 
2.31 ﾄﾝ/事業所 

△10.6% 
△10.8% 

合 計 225,569 ﾄﾝ － 200,400 ﾄﾝ △11.2% 

再生利用量 
直接資源化量 3,927 ﾄﾝ 1.7% 29,197 ﾄﾝ 14.6% 

総資源化量 45,754 ﾄﾝ 19.9% 36,569 ﾄﾝ 18.2% 

エネルギー 
回収量 

エネルギー回収量(年間の発電電力
量及び熱利用量) 

76,688 MWh 
76,938 GJ 

－ 
－ 

65,856 MWh 
58,610 GJ 

－ 
－ 

減 量 化 量 中間処理による減量化量 163,988 ﾄﾝ 72.7% 148,536 ﾄﾝ 74.1% 

最終処分量 埋立最終処分量 20,003 ﾄﾝ 8.9%  18,000 ﾄﾝ 9.0% 

※１ ・排出量は現状に対する増減割合、直接資源化量・埋立最終処分量は排出量に対する割合、総資源化量は排出量＋ 

集団回収量に対する割合 

※２ （１人当たりの排出量）＝｛（生活系ごみの総排出量）－（生活系ごみの資源ごみ量）｝／（人口） 

※３ （１事業所当たりの排出量）＝｛（事業系ごみの総排出量）－（事業系ごみの資源ごみ量）｝／（事業所数） 

《用語の定義》排出量：生活系ごみ、事業系ごみを問わず、出されたごみの量（集団回収されたごみを除く）〔単位:ﾄﾝ〕 

再生利用量：集団回収量、直接資源化量、中間処理後の再生利用量の和〔単位:ﾄﾝ〕 

エネルギー回収量：エネルギー回収施設において発電された年間の発電電力量〔単位:MWh〕及び熱利用 

量〔単位:GJ〕 

減量化量：中間処理量と処理後の残さ量の差〔単位:ﾄﾝ〕 

最終処分量：埋立処分された量〔単位:ﾄﾝ〕 

 

（単位：トン） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図４ 目標達成時の一般廃棄物の処理状況フロー（令和１０年度） 

 

（４）生活排水処理の目標 

   生活排水処理については、表２に掲げる目標のとおり、合併処理浄化槽の整備等を進めて

いくものとする。 
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排 出 量 

200,400 
100.0%  

中間処理量 

171,203 
85.4% 

 

18,000 
9.0% 

0 

0.0% 

処理残渣量 

22,667 
11.3% 

4,667 
2.4% 

減量化量 

148，536 
74.1% 

直接資源化量 

29,197 
14.6% 

最終処分量 

18,000 
9.0%  
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表２ 生活排水処理に関する現状と目標 

 
 現  状 

（令和元年度） 

目   標 

（令和１０年度）※ 

処理形態別

人口 

公共下水道 695,457 人（96.9%） 712,420 人（97.9%） 

農業集落排水施設 237 人 （0.0%） 263 人（0.0%） 

合併処理浄化槽 8,304 人 （1.2%） 11,796 人（1.6%） 

未処理人口 13,758 人 （1.9%） 3,065 人（0.4%） 

合  計 717,756 人 727,544 人 

し尿・汚泥

の量 

汲み取りし尿量 2,448 kl 1,858 kl 

浄化槽汚泥量 24,477 kl 26,811 kl 

合  計 26,925 kl 28,669 kl 

※目標年度における処理形態別人口は、将来人口推計値を基に算出。 

※率の合計については、端数処理のため、100％にならない箇所がある。 

 

３．施策の内容 

 

（１）発生抑制、排出抑制、再使用及び再生利用の推進 

① 環境教育・情報提供・啓発活動 

   ア 環境教育・学習の推進 

ごみの減量やリサイクル意識などを高めるため、学校教育や生涯学習の場において、

子どもから高齢者に至る幅広い年齢層を対象に環境教育・学習を進める。また、小・中

学校における集団資源回収の推進や給食残さを利用した堆肥化・飼料化など、ごみを集

めて資源化し利用する仕組みを体験できる学習を進める。 

イ 「わかりやすい」を基本とした普及啓発活動の推進 

幅広い世代に向けて「わかりやすさ」を基本とした普及啓発活動を推進するため、市

民１人１日当たり 100ｇ減量を目標とする「相模原ごみＤＥ
で

７１
な い

大作戦」や独自のキャラ

クターを用いたごみ減量活動を進めるとともに、広報さがみはらや市ホームページ等を

利用した広報活動、地域説明会や施設見学会の開催、子ども向けパンフレットの作成等、

様々な媒体・機会を通じた広報活動を進める。 

ウ 市民が気軽に体験・参加できる「機会」の提供 

   ごみの減量化・資源化に関する情報を提供する場である「リサイクルスクエア」にお

いて、リユース品の展示を行うほか、リサイクル教室などを開催し、市民が楽しみなが

らごみの減量や４Ｒについて学び、実践できる「機会」を提供する。 

② リサイクルの促進 

ア 地域におけるリサイクルの推進 

市民の自主的な分別・リサイクルを推進するため、地域団体が自主的に実施する集団

資源回収について、奨励制度の周知や情報提供などを行う。 

イ 溶融スラグの有効活用の推進 

南清掃工場のごみ処理の過程で生成される溶融スラグについては、道路用資材など、

資源として有効活用を図る。 
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③ 生活系ごみ対策 

ア 生ごみ・食品ロスの削減 

まだ食べられるのに捨てられる食品、いわゆる食品ロス削減のため、市民へのＰＲ活

動や講座の開催のほか、家庭で余っている食品を持ち寄り、フードバンクや福祉施設へ

寄付するフードドライブを推進する。 

イ レジ袋削減等の取組 

レジ袋をはじめとする容器包装廃棄物を削減するため、啓発活動を通じてマイバッグ

やマイ箸、マイボトルの利用促進を市民に呼びかけるとともに、「相模原市レジ袋削減

協力店」の登録を促進し、レジ袋の削減を目的とした市と協力店との連携による取組を

推進する。 

ウ リユース（再使用）の促進 

市民が再使用に触れる機会を増やすため、フリーマーケット等のイベントを開催し、

その普及・促進に取り組む。 

エ 一般ごみの有料化 

一般ごみの有料化については、ごみ処理手数料全体の適正な在り方や他自治体の動向

を調査研究するとともに、一般ごみの排出量が増加する場合などを想定し、引き続き検

討を進めることとする。 

④ 事業系ごみ対策 

ア 事業系ごみの適正排出対策の充実 

自己処理の原則に基づいた事業系ごみの適正排出のため、多量排出事業者に対しては

減量化等計画書、廃棄物管理責任者選任届の提出を義務付け、減量化・資源化に向けた

指導を継続するとともに、個人商店や事務所等中小規模の排出事業者に対しては事業者

中小事業者訪問指導事業により、適正排出の指導・啓発を行う。 

イ 事業系ごみの減量化・資源化の推進 

減量化・資源化のＰＲ等を徹底すると同時に、市清掃工場に搬入される事業系ごみに

資源物や受入不適物が混入されるのを防止するため、搬入物検査の充実を図る。また、

リサイクル率の低い食品廃棄物等の減量化・資源化を促進するため、計画的な食材購入

や水切りの徹底等、発生・排出抑制の意識啓発に向けた取組を推進する。 

ウ エコショップ等認定制度 

ごみの減量化・資源化の推進に取り組む事業者や商店会等をエコショップ等として認

定し、市ホームページ等に掲載し広く制度を周知することにより、多くの事業者に環境

配慮への関心を高め、ごみ減量への取組を促進する。（※令和 6年度末で事業廃止） 

エ 生ごみ・食品ロスの削減  

飲食店における食品ロスを削減するため「3010 運動」の啓発や消費期限・賞味期限前

に廃棄される災害用備蓄品等の食品をフードバンクにつなげる取組、市内の学校給食で

発生する残渣の飼料化等、引き続き生ごみ・食品ロスの削減を推進する。 

⑤ 生活排水対策 

ア 公共下水道の整備による生活排水処理の改善 

河川やダムなどの公共用水域における生活排水による水環境への負荷の低減を図るた

め、引き続き公共下水道の計画的な整備を推進する。 
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イ 高度処理型浄化槽の整備 

水源地域については、ダム湖のアオコ対策として、窒素及びリンの除去に大きな効果

がある高度処理型浄化槽の整備を推進する。 

ウ 合併処理浄化槽の普及促進 

生活排水による公共用水域の水質汚濁を防止するため、公共下水道の整備が当分の間

実施する予定のない地域において合併処理浄化槽の普及を促進するとともに、市民に合

併・単独処理浄化槽についての正しい知識や適正な維持管理の周知に努める。 

エ 生活排水対策の広報と啓発 

水質汚濁の原因の一つが家庭などから排出される生活排水であるため、その適正処理

に関する情報を、広報紙や市ホームページ等を活用して市民に提供することにより、生

活排水処理に関する意識啓発に努める。 

 

（２）処理体制 

① 生活系ごみの処理体制の現状と今後 

分別区分及び処理方法については、表３のとおりである。容器包装リサイクル法で定め

る容器包装廃棄物及びプラスチックに係る資源循環の促進に関する法律で定めるプラスチ

ック使用製品廃棄物、雑誌・雑がみ等のミックスペーパー及びリチウムイオン電池を含む二

次電池等の分別回収の徹底により、より一層のごみの減量化・資源化を図る。 

また、再生利用が困難なごみについては、エネルギー回収施設を備える焼却施設におい

て減容化を図るとともに、ごみ処理の過程で生成される溶融スラグについては、道路用資

材など、資源として有効活用を図る。 

ア 効率的な収集運搬体制の整備 

ごみの収集・運搬にあたっては、経済性・効率性を考慮するとともに、環境負荷の低

減に配慮した取組が必要であることから、ごみ収集車については、引き続き低公害車を

導入するとともに、市民サービスの向上に向け収集運搬体制の見直しを進める。 

イ ごみ処理体制の整備 

ごみを適正に処理していくため、施設の耐用年数やごみの排出状況などを踏まえた長

寿命化計画の策定など、計画的な整備を進める。 

② 事業系ごみの処理体制の現状と今後 

多量排出事業者から提出された減量化等計画書に基づき、事業規模・業種別の特性に応

じた個別指導を実施する。また、市清掃工場において搬入物検査を実施することにより、

排出事業者による分別の徹底を促進し、事業系ごみの減量化・資源化に向けた意識の向上

を図っていく。 

③ 産業廃棄物の適正処理 

産業廃棄物については市の処理施設で処理を行わないことから、事業者自身による適切

な回収・リサイクル等の適正処理を促進する。 

④ 生活排水処理の現状と今後 

本市においては、公共下水道及び高度処理型浄化槽の整備を推進していくとともに、公共

下水道の整備が当分の間実施する予定のない地域において合併処理浄化槽への転換費用の

補助を継続していく。 
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⑤ 今後の処理体制の要点  

 

 

 

 

 

 

○ 発生抑制・減量化・資源化を進めてもなお排出されるごみについては、焼却による減

容化を図るとともに、溶融スラグの有効活用を図り、循環型社会の構築に資する。 
○ 施設の耐用年数やごみの排出状況などを踏まえ、将来を見通した施設の適正配置を進

める。 
○ 事業系ごみは、自己処理の原則に基づき、事業者による自主的な取組について、個別

あるいは地区別・業種別に指導等を行い、事業系ごみの減量化・資源化の促進を図る。 
○ 公共下水道及び高度処理型浄化槽による生活排水処理を基本とし、その計画的整備と

接続の促進に努めるとともに、公共下水道の整備を当分の間行う予定がない地域につい

ては、合併処理浄化槽による生活排水処理を促進する。 
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表３ 相模原市の生活系ごみの分別区分と処理方法の現状と今後 

 

現状（令和元年度） 

 

今後（令和１０年度） 

分別区分 処理方法 処理施設等 
処理実績 

（トン） 
分別区分 処理方法 

処理施設等 処理量 

（トン） 一次処理 二次処理 

一般ごみ 
焼却・ 

発電 

南清掃工場 

北清掃工場 
123,166 一般ごみ 

焼却 

（熱回収） 
発電 

南清掃工場 

北清掃工場 

相模原市一般廃棄物

最終処分場 
106,024 

びん類（リター

ナルびん） 

リサイクル 

委託 

326 
びん類（リター

ナルびん） 

リサイクル 

再資源化 

 

 

委託 

委託 

107 

かん・金物類 2,778 かん・金物類 2,265 

紙類（紙製容器包装を除く） 13,900 紙類 14,867 

布類 2,939 布類 2,329 

ペットボトル 

委託（指定法人） 

1,658 剪定枝 3,000 

プラ製容器包装 7,555 使用済食用油 204 

ガラスびん（リタ

ーナルびんを除く） 
3,967 ペットボトル 

指定法人 

1,562 

紙製容器包装 4,095 プラスチック資源 8,272 

使用済小型家電 委託（認定事業者） 132 
ガラスびん（リタ

ーナルびんを除く） 
3,311 

使用済食用油 

委託 

171 使用済小型家電 

その他 

認定事業者 186 

蛍光管・水銀体温計 
その他 

52 使い捨てライター 

委託 

16 

乾電池 66 蛍光管・水銀体温計 26 

粗大ごみ 

破砕選別

し、金属を

回収後焼却 

南清掃工場 

北清掃工場 

津久井クリーンセンター 
7,727 

二次電池、乾電

池、ボタン電池 
150 

  生活系ごみ総排出量 168,532 粗大ごみ 

破砕選別

し、金属を

回収後焼却 

金属は売

却、その

他は発電 

南清掃工場 

北清掃工場 

相模原市一般廃棄物

最終処分場 7,081 

         生活系ごみ総排出量 149,400 
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（３）処理施設の整備 

  ① 廃棄物処理施設 

    安定したごみ処理を進めるため、表４のとおり必要な施設整備を行う。 

表４ 交付対象事業として整備する処理施設 

事業番号 
整備施設種類 

施設名 
事 業 名 処理能力 設置予定地 

事業期間 

(全体事業期間) 
国土強靭化 

プラ要件化

の経過措置

の適用事業 

１ 

最終処分場 

一般廃棄物最終処

分場第 2 期整備地 

一般廃棄物最終

処分場第 2 期整

備地嵩上事業 

1,235,300 ㎥ 
南区麻溝台 

3412 番地 2 外 

R4～R5 

(R4～R19) 

相模原市国

土強靭化地

域計画 

○ 

２ 
ごみ焼却施設（予

定）北清掃工場 

北清掃工場建替

整備事業 
未定 未定 (R15～R19) 

相模原市国

土強靭化地

域計画 

○ 

３ 

最終処分場（予定） 

次期一般廃棄物最

終処分場 

次期一般廃棄物

最終処分場整備

事業 

未定 未定 (R15～R18) 

相模原市国

土強靭化地

域計画 

○ 

４ 
ごみ焼却施設 

南清掃工場 

南清掃工場基幹

的設備改良事業 
525ｔ／日 

南区麻溝台

1524 番地 2 

R8～R9 

(R8～R11) 

相模原市国

土強靭化地

域計画 

○ 

（整備理由） 

   事業番号１ 最終処分場の埋立処分容量の増加 

   事業番号２ 現焼却施設老朽化のため、安定したごみ処理を継続するため 

   事業番号３ 現最終処分場の埋立処分容量に達するため 

   事業番号４ 現焼却施設老朽化のため、安定したごみ処理を継続するため 

 

② 浄化槽の整備 

浄化槽の整備については、表５のとおり行う。 

表５ 浄化槽への移行計画 

事業番号 事   業 
直近の整備済 

基数（基） 
（令和元年度） 

整備計画 

基数（基） 

整備計画 

人口（人） 
事業期間 

国土 

強靭化 

５ 
浄化槽設置整備事業 2 105 574 R3～R9  

浄化槽整備効率化事業    R6  

６ 

公共浄化槽等整備推進事業
（環境配慮・防災まちづくり浄化槽

整備推進事業、公的施設・防災拠点

単独処理浄化槽集中転換事業） 

101 1,401 8,764 R3～R9 

 

合   計 103 1,506 9,338   

（整備理由） 

事業番号５ 浄化槽の計画的な整備を図るため、設置者に対し設置に要する費用を助成す 

る。 

       浄化槽台帳の精査のために、既設個人浄化槽の悉皆調査を実施する。 

事業番号６ 生活排水処理を緊急に促進する必要がある地域において、地域を単位として 

     浄化槽の計画的な整備を図る。 
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  ③ 施設整備に関する計画支援事業 

   (3)の施設整備に先立ち、表６のとおり計画支援事業を行う。 

表６ 交付対象事業として実施する計画支援事業 

事業番号 事 業 名 事業内容 事業期間 

プラ要件化の 

経過措置の 

適用事業 

３２ 

一般廃棄物最終処分場第２期整備地嵩

上（事業番号１）に係る生活環境影響調

査事業 

生活環境影響調査 R3 ○ 

３３ 
北清掃工場建替整備(事業番号２)に係

る PFI 等導入可能性調査業務事業 
PFI 等導入可能性調査業務 R6 ○ 

３４ 

次期一般廃棄物最終処分場整備（事業

番号３）に係る基本計画策定支援業務

等事業 

基本計画策定支援業務 R8 ○ 

４０ 
北清掃工場建替整備(事業番号２)に係

る建替整備計画策定支援事業 
建替整備計画策定支援業務 R8～R9 ○ 

４１ 
次期一般廃棄物最終処分場整備（事業

番号３）に係る環境影響評価事業 
環境影響評価事業 R9 ○ 

４２ 
次期一般廃棄物最終処分場整備（事業

番号３）に係る用地測量等に係る事業 
用地測量等 R9 ○ 

 

表６－２ 市単独事業として実施する計画策定事業（参考） 

事業番号 事 業 名 事業内容 事業期間 

プラ要件化の

経過措置の 

適用事業 

３５ 
一般廃棄物最終処分場第２期整備地嵩

上（事業番号１）に係る猛禽類調査事業 
猛禽類調査 R3～R5 － 

３６ 
次期一般廃棄物最終処分場整備（事業番

号３）に係る候補地選定事業 
候補地選定業務 R3～R6 － 

３７ 
南清掃工場基幹的設備改良（事業番号

３）に係る発注仕様書作成 
発注仕様書作成 R6 － 

３８ 
北清掃工場建替整備（事業番号２）に

係る大規模事業評価事業 

大規模事業評価

制度業務 
R7 － 

３９ 
一般廃棄物最終処分場第２期整備地嵩

上（事業番号１）に係る修正設計事業 
修正設計 R8 － 

 

（４）その他の施策 

    その他、循環型社会を形成する上で、次の施策を実施していく。 

① 不法投棄防止対策の充実 

 ごみの不法投棄を防止し、良好な地域環境を保全するため、不法投棄多発箇所に監視

カメラを設置するとともに、パトロールの拡充を図る。また、不法投棄防止活動に重点

的に取り組む市民団体との協働により、地域と連携した不法投棄防止対策を推進する。 
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② まち美化の推進 

市民・事業者・行政が協働して、ごみの散乱を防止し、清潔できれいなまちづくりを

進めるため、５月３０日の「きれいなまちづくりの日」を中心とした市民地域清掃やまち

美化キャンペーンを引き続き実施するとともに、まちの環境美化に取り組む清掃ボラン

ティア団体の活動を支援する。 

③ 円滑な災害廃棄物処理のための整備 

地震災害や風水害に伴って発生する廃棄物の処理を円滑に行うため、災害時には「相模

原市災害廃棄物等処理計画」に沿って廃棄物処理を行う。また、計画に従って職員の教育

訓練に努め、組織連絡体制の確認を行う。 

 

４．計画のフォローアップと事後評価 

（１）計画のフォローアップ 

    計画の進捗状況を把握し、その結果を公表するとともに、必要に応じて計画の見直しを

行う。 

（２）事後評価及び計画の見直し 

     計画期間終了後、処理状況の把握を行い、その結果が取りまとまった時点で、速やかに

計画の事後評価、目標達成状況の評価を行う。また、評価の結果を公表するとともに、評

価結果を次期計画策定に反映させるものとする。 

    なお、計画の進捗状況や社会経済情勢の変化等を踏まえ、必要に応じて計画を見直すも

のとする。 
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様式１ 

循環型社会形成推進交付金等事業実施計画 総括表１ 

 
１ 地域の概要 

(1)地域名 相模原市 (2)地域内人口 723,076 人（令和 2 年 10 月 1 日現在） (3)地域面積 328.91 km2 

(4)構成市町村等名 相模原市 (5)地域の要件 人口 面積 沖縄 離島 奄美 豪雪、山村 半島 過疎 その他 

(6)構成市町村に一部事務組合等が 

 含まれる場合、当該組合の状況 

組合を構成する市町村：                         設立（予定）年月日：    年  月  日設立、認可予定 

設立されていない場合、今後の見通し： 

 

２ 一般廃棄物の減量化、再生利用の現状と目標 

                       年        

指標・単位 

過去の状況・現状（排出量等に対する割合） 目 標 

平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 令和元年度 令和 10 年度 

排   出   量 

事業系 総排出量（トン） 54,881  54,379  56,491  56,869  57,037  51,000 (R1 比 △10.5%) 

 1事業所当たりの排出量（トン/事業所） 2.30  2.42  2.53  2.57  2.59  2.31 (R1 比 △10.8%) 

生活系 総排出量（トン） 175,456  171,737  168,143  166,791  168,532  149,400 (R1 比 △11.3%) 

1 人当たりの排出量（ｋｇ/人） 193  188  183  183  184  165 (R1 比 △10.3%) 

合計 事業系生活系の総排出量合計（トン） 230,337  226,116  224,634  223,660  225,569  200,400 (R1 比 △11.1%) 

再 生 利 用 量 直接資源化量（トン） 

総資源化量（トン） 

20,449 

45,943 

(8.9%) 

(20.0%) 

36,007 

46,122 

(15.9%) 

(20.4%) 

102 

46,352 

(0.1%) 

(20.6%) 

116 

44,750 

(0.1%) 

(20.0%) 

3,927 

45,754 

(1.7%) 

 

29,197 

36,569 

(14.6%) 

(18.2%) 

エネルギー回収量 エネルギー回収量（年間の発電電力量 MWH） 75,010  68,787  72,477  75,577  76,688  65,856 (R1 比 △14.1%) 

（年間の熱利用量 GJ） 38,441  58,508  72,565  81,441  76,938  58,610  

最 終 処 分 量 埋立最終処分量（トン） 22,910 (10.0%) 22,223 (9.8%) 21,796 (9.7%) 21,811 (9.8%) 20,003 (8.9%) 18,000 (9.0%) 

 

 

  一般廃棄物処理計画と目標値が異なる場合に、地域計画と一般廃棄物処理計画との整合性に配慮した内容 
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３ 一般廃棄物処理施設の現況と更新、廃止、新設の予定 

（１）現有施設リスト 

施設種別 施設名 事業主体 型式及び処理方式 
処理能力 

（単位） 
竣工年月 

廃止又は休止

（予定）年月 

解体（予定）

年月 

想定される 

浸水深と対策 
備考 

ごみ焼却施設 

南清掃工場 

 

北清掃工場 
相模原市 

流動床式 

ガス化溶融炉 

連続燃焼式 

ストーカ炉 

525 トン/日 

 

450 トン/日 

H22.3 

 

H3.12 

 

未定 浸水想定なし  

ごみ焼却施設 
旧津久井クリーン 

センターごみ焼却 

発電施設 

相模原市 
連続燃焼式 

ストーカ炉 

54.9 トン/

日 
H10.2 H22.1 廃止 未定 浸水想定なし 中継施設 

粗大ごみ処理施設 北清掃工場 相模原市 横型回転破砕機 85 トン/日 H3.8  未定 浸水想定なし  

埋立処分地施設 
一般廃棄物最終

処分場 
相模原市 埋立処分 

1,235,300

㎥ 
S54.4  未定 浸水想定なし  

し尿処理施設 
津久井クリーンセ

ンターし尿処理施

設 
相模原市 固液分離処理 89ｋｌ/日 H28.3  未定 浸水想定なし  

し尿処理施設 

旧津久井クリーン 

センターし尿処理 

施設 

 

旧東清掃事業所 

 

相模原市 

二段活性 

汚泥処理 

 

固液分離処理 

90ｋｌ/日 

 

 

200ｋｌ/日 

S62.10 

 

 

S52.11 

H27.8 廃止 

 

H27.9 廃止 
未定 浸水想定なし  

 

（２）更新（改良）・新設施設リスト 

施設種別 施設名 事業主体 型式及び処理方式 
処理能力 

（単位） 

竣工予定

年月 

廃焼却施設解体の有無 

（解体施設の名称） 

廃焼却施設解体

事業 

着手（予定）年月 

完了（予定）年月 

想定される 

浸水深と対策 

プラスチック

再商品化を実

施するための

施設整備事業 

備考 

ごみ焼却施設 
南清掃工場 相模原市 

流動床式 

ガス化溶融炉 
525 トン/日 Ｒ12.3 無 

 
浸水想定なし － 

基幹的 

設備改良 

北清掃工場 相模原市 未定 未定 Ｒ19.3 未定 未定 浸水想定なし －  

埋立処分地施設 
一般廃棄物最

終処分場 
相模原市 埋立処分 未定  無 

 
未定 －  
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４ 生活排水処理の現状と目標 

                           年 

指標・単位 

過去の状況・現状 目 標 

平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 令和元年度 令和 10 年度 

総人口 716,582 716,490 717,838 717,414 717,756 727,544 

公共下水道 
汚水衛生処理人口 691,502 691,056 693,383 694,229 695,457 712,420 

汚水衛生処理率又は汚水処理人口普及率 96.5% 96.5% 96.6% 96.8% 96.9% 97.9% 

集落排水施設等 
汚水衛生処理人口 267 251 246 241 237 263 

汚水衛生処理率又は汚水処理人口普及率 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 

合併処理浄化槽等 
汚水衛生処理人口 9,163 9,275 7,936 8,305 8,304 11,796 

汚水衛生処理率又は汚水処理人口普及率 1.3% 1.3% 1.1% 1.2% 1.2% 1.6% 

未処理人口 汚水衛生未処理人口 15,650 15,908 16,273 14,639 13,758 3,065 

※目標年度における処理形態別人口は、将来人口推計値を基に算出。 

※率の合計については、端数処理のため、100％にならない箇所がある。 

 

５ 浄化槽の整備の状況と更新、廃止、新設の予定 

施設種別 事業主体 
現有施設の内容 整備予定基数の内容 

備考 
基数 処理人口 開始年月 基数 処理人口 目標年次 

浄化槽設置整備事業 相模原市 1,741 10,701 Ｈ1.4 105 574 令和 10 年度 ※  

公共浄化槽等整備促進事業 
（環境配慮・防災まちづくり浄化槽
整備推進事業、公的施設・防災拠点
単独処理浄化槽集中転換事業） 

相模原市 1,076 7,975 Ｈ21.7 1,401 8,764 令和 10 年度 ※ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※整備予定基数の内容の基数及び処理人口は、令和９年度末の数値とした。 
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様式２ 

循環型社会形成推進交付金等事業実施計画総括表２ 

 

事業種別 事

業 

番

号 

事業

主体 

名  

称 

規模 
事業期間 

交付期間 
総事業費（千円） 交付対象事業費（千円） 

備
考 

 事業名称   
単
位 

開

始 

終

了 
  

令和 

3 年度 

令和 

4 年度 

令和 

5 年度 

令和 

6 年度 

令和 

7 年度 

令和 

8 年度 

令和 

9 年度 
  

令和 

3 年度 

令和 

4 年度 

令和 

5 年度 

令和 

6 年度 

令和 

7 年度 

令和 

8 年度 

令和 

9 年度 

○最終処分に関する事業             171,867 0 22,150 149,717 0 0 0 0 53,165 0 0 53,165 0 0 0 0   

 
一般廃棄物最終処分場

第 2 期整備地嵩上事業 
1 

相模

原市 
1,235,300 ㎡ R4 R5 171,867 0 22,150 149,717 0 0 0 0 53,165 0 0 53,165 0 0 0 0   

〇エネルギー回収等に関す

る事業 
      

2,828,760 
(10,915,300) 

0 0 0 0 0 0 2,828,760 2,129,820 0 0 0 0 0 0 2,129,820  

 
南清掃工場基幹的設備

改良事業 
4 

相模

原市 
575 

t/

日 
R8 R11 

2,828,760 
(10,915,300) 

0 0 0 0 0 0 2,828,760 2,129,820 0 0 0 0 0 0 2,129,820  

○浄化槽に関する事業            3,681,342 513,426 438,426 457,416 459,692 609,530 771,426 431,426 2,468,040 326,539 259,936 282,826 285,092 422,633 565,507 325,507   

 

浄化槽設置整備 

（浄化槽設置整備事

業） 5 
相模

原市 

105 基 R3 R9 86,702 12,386 12,386 12,386 12,386 12,386 12,386 12,386 40,096 5,728 5,728 5,728 5,728 5,728 5,728 5,728   

（浄化槽整備効率化事

業） 
   R6 R6 2,266 0 0 0 2,266 0 0 0 2,266 0 0 0 2,266 0 0 0   

公共浄化槽等整備推進

事業 

（環境配慮・防災まち

づくり浄化槽整備推進

事業） 
6 

相模

原市 
1,401 基 R3 R9 

3,501,960 501,040 426,040 438,930 438,930 518,940 759,040 419,040 2,341,494 320,811 254,208 273,068 273,068 340,781 559,779 319,779   

（公的施設・防災拠点

単独処理浄化槽集中転

換事業） 

90,414 0 0 6,100 6,110 78,204 0 0 84,184 0 0 4,030 4,030 76,124 0 0   

○施設整備に関する計画支

援事業 
           212,260 25,587 20,207 7,392 38,500 0 49,841 70,733 125,645 9,460 0 0 8,382 0 37,070  70,733   

 

一般廃棄物最終処分場

第 2 期整備地嵩上に係

る生活環境影響調査事

業 

32 
相模

原市 
   R3 R3 9,460 9,460 0 0 0 0 0 0 9,460 9,460 0 0 0 0  0  0   

 

北清掃工場建替整備に

係る PFI 等導入可能性

調査業務事業 

33 
相模

原市 
   R6 R6 9,240 0 0 0 9,240 0 0 0 8,382 0 0 0 8,382 0  0  0   

 

次期一般廃棄物最終処

分場整備に係る基本計

画策定支援業務等事業 

34 
相模

原市 
   R7 R8 20,669 0 0 0 0  0 20,669 0 20,669 0 0 0 0 0 20,669  0   

 

一般廃棄物最終処分場

第２期整備地嵩上に係

る猛禽類調査事業 

35 
相模

原市 
   R3 R5 19,250 4,730 7,128 7,392 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0  0 0   

 

次期一般廃棄物最終処

分場整備に係る候補地

選定事業 

36 
相模

原市 
   R3 R6 53,736 11,397 13,079 0 29,260 0 0 0 0 0 0 0 0 0  0  0   
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事業種別 事

業 

番

号 

事業

主体 

名  

称 

規模 
事業期間 

交付期間 
総事業費（千円） 交付対象事業費（千円） 

備

考 
 事業名称  

単

位 

開

始 

終

了 
 

令和 

3 年度 

令和 

4 年度 

令和 

5 年度 

令和 

6 年度 

令和 

7 年度 

令和 

8 年度 

令和 

9 年度 
 

令和 

3 年度 

令和 

4 年度 

令和 

5 年度 

令和 

6 年度 

令和 

7 年度 

令和 

8 年度 

令和 

9 年度 

 

南清掃工場基幹的設備

改良に係る発注仕様書

作成 

37 
相模

原市 
   R6 R6 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0  0  0   

北清掃工場建替整備に

係る大規模事業評価事

業 

38 
相模

原市 
   R7 R7 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0  0  0   

一般廃棄物最終処分場

第２期整備地嵩上に係

る修正設計事業 

39 
相模

原市 
  R8 R8 12,771 0 0 0 0 0 12,771 0 0 0 0 0 0 0 0 0  

北清掃工場建替整備に

係る建替整備計画策定

支援事業 

40 
相模

原市 
  R8 R9 45,749 0 0 0 0 0 16,401 29,348 45,749 0 0 0 0 0 16,401 29,348  

次期一般廃棄物最終処

分場整備に係る環境影

響評価事業 

41 
相模

原市 
  R9 R9 11,385 0 0 0 0 0 0 11,385 11,385 0 0 0 0 0 0 11,385  

次期一般廃棄物最終処

分場整備に係る用地測

量等に係る事業 

42 
相模

原市 
  R9 R9 30,000 0 0 0 0 0 0 30,000 30,000 0 0 0 0 0 0 30,000  

合  計            6,894,229 539,013 480,783 614,525 498,192 609,530 821,267 3,330,919 4,776,670  335,999 259,936 335,991 293,474 422,633 602,577 2,526,060   
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地域の循環型社会形成推進のための施策一覧 

 

施策 

種別 

事

業 

番

号 

施策の名称 施策の内容 
実施 

主体 

事業期間 交付金 

必要の 

要否 

事 業 計 画 
備
考 開

始 

終

了 

令和 

3 年度 

令和 

4 年度 

令和 

5 年度 

令和 

6 年度 

令和 

7 年度 

令和 

8 年度 

令和 

9 年度 

発生抑

制、再

使用の

推進に

関する

もの 

11 
環境教育・学

習の推進 

学校教育や生涯学習の場

において、子どもから高齢

者に至る幅広い年齢層を

対象に、環境教育・学習を

進める。 

相模原市 R3 R9             
  

    

12 

「わかりやす

い」を基本と

した普及啓発

活動の推進 

相模原ごみＤＥ７１大作

戦やキャラクターを用い

たごみ減量活動を進める

とともに、様々な媒体・機

会を通じた広報活動を進

める。 

相模原市 R3 R9           

  

      

13 

市民が気軽に

体験・参加で

きる「機会」

の提供 

リサイクルスクエアにお

いて、リユース品の展示や

リサイクル教室などを開

催する。 

相模原市 R3 R9     
  

            

14 

地域における

リサイクルの

推進 

地域団体が自主的に実施

する集団資源回収につい

て、奨励制度の周知や情報

提供などを行う。 

相模原市 R3 R9           
  

      

15 

溶融スラグの

有効活用の推

進 

ごみ処理の過程で生成さ

れる溶融スラグを道路用

資材など、資源として有効

活用を図る。 

相模原市 R3 R9               
  

  

16 

生ごみ・食品

ロ ス の 削 減

(生活系ごみ

対策) 

市民へのＰＲ活動や講座

の開催のほか、フードバン

クやフードドライブの推

進を行う。 

相模原市 R3 R9               
  

  

17 
レジ袋削減等

の取組 

マイバッグ等の利用促進

を呼びかけるとともに、

「相模原市レジ袋削減協

力店」の登録を促進し、レ

ジ袋の削減を目的とした

市と協力店との連携によ

る取組を推進する。 

相模原市 R3 R5                   

18 
リユース（再

使用）の促進 

フリーマーケット等のイ

ベントを開催し、再使用の

普及・促進に取り組む。 

相模原市 R3 R4   

  

              

19 
一般ごみの有

料化 

一般ごみの排出量が増加

する場合などを想定し、引

き続き検討を進める。 

相模原市 R3 R9           

  

      

20 

事業系ごみの

適正排出対策

の充実 

多量排出事業者に対して

は発生・排出抑制の指導を

継続し、少量排出事業者に

対しては中小事業者訪問

指導を実施する。 

相模原市 R3 R9           
  

      

21 

事業系ごみの

減量化・資源

化の推進 

事業系ごみの中で資源化

が可能なものについて、適

正な資源化を指導すると

ともに、市清掃工場に搬入

される事業系ごみの搬入

物検査を充実する。 

相模原市 R3 R9       

  

          

22 

生ごみ・食品

ロ ス の 削 減

(事業系ごみ

対策) 

「3010 運動」の啓発、消費・

賞味期限前に廃棄される

食品をフードバンクにつ

なげる等の活動を推進す

る。 

相模原市 R3 R9       
  

          

23 
エコショップ

等認定制度 

ごみの減量化・資源化に取

り組む事業者等をエコシ

ョップ等として認定し、環

境配慮への関心やごみ減

量への取組を促進する。 

（R6 年度末で事業廃止） 

相模原市 R3 R6           
  

      

24 
生活排水対策

の広報と啓発 

生活排水の適正処理に関

する情報などを市民に提

供し、生活排水処理に関す

る意識啓発に努める。 

相模原市 R3 R9         
  

        

 

参考 

環境教育・学習の推進 

普及啓発活動の推進 

リサイクルスクエア運営事業 

集団資源回収・拠点回収の推進 

溶融スラグ有効活用の推進 

生ごみ・食品ロスの削減 

レジ袋削減等の取組 

再使用の 
促進 

一般ごみ有料化の検討 

事業系ごみの適正排出対策の充実 

事業系ごみの資源化の推進 

生ごみ・食品ロスの削減 

エコショップ等認定制度 

生活排水対策の広報と啓発 
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地域の循環型社会形成推進のための施策一覧 
 

施策 

種別 

事

業 

番

号 

施策の名称 施策の内容 
実施 

主体 

事業期間 交付金 

必要の 

要否 

事 業 計 画 
備
考 開

始 

終

了 

令和 

3 年度 

令和 

4 年度 

令和 

5 年度 

令和 

6 年度 

令和 

7 年度 

令和 

8 年度 

令和 

9年度 

発生

抑

制、

再使

用の

推進

に関

する

もの 

25 

公 共 下 水 道

の 整 備 に よ

る 生 活 排 水

処理の改善 

生活排水による水環境へ

の負荷の低減を図るた

め、公共下水道の計画的

な整備を推進する。 

相模原

市 
R3 R9        

  

    

26 

合 併 処 理 浄

化 槽 の 普 及

促進 

公共下水道の整備が当分

の間実施する予定のない

地域において合併処理浄

化槽の普及を促進する。 

相模原

市 
R3 R9     

  
          

関
連
事
業
２ 

27 

高 度 処 理 型

浄 化 槽 の 整

備 

水源地域については高度

処理型浄化槽の整備を推

進する。 

相模原市 R3 R9           
  

    

関

連

事

業

３ 

処 理

体 制

の 構

築、変

更 に

関 す

る も

の 

28 

効 率 的 な 収

集 運 搬 体 制

の整備 

収集運搬業務の効率的な

収集運搬体制の構築を図

る。 

相模原

市 
R3 R9       

  
          

29 
ご み 処 理 体

制の整備 

ごみを適正に処理してい

くため、計画的な整備を

進める。 

相模原市 R3 R9           

  

      

30 
事 業 系 ご み

の処理体制 

減量化等計画書に基づ

き、事業規模・業種別の特

性に応じた個別指導を実

施する。搬入物検査を実

施し、分別の徹底、ごみの

減量化・資源化に向けた

意識の向上を図る。 

相模原市 R3 R9     
  

            

31 
産 業 廃 棄 物

の適正処理 

事業者自身による適切な

回収・リサイクル等の適

正処理を促進する。 

相模原市 R3 R9         
  

        

処 理

施 設

の 整

備 に

関 す

る も

の 

1 

一 般 廃 棄 物

最 終 処 分 場

第 2期整備地

嵩上事業 

一般廃棄物最終処分場第

2 期整備地の埋立処分容

量を増加させるため、モ

ニタリング施設等の移設

及び土堰堤の整備を行

う。 

相模原市 R4 R5 ○ 

  

  

  

        

関

連

事

業

29 

4 

南 清 掃 工 場

基 幹 的 設 備

改良事業 

長寿命化計画に基づき、

温室効果ガスの削減及び

ごみの安定処理を行うた

め、基幹的設備の改良を

行う。 

相模原市 R8 R11 ○ 

 

     

 
関

連

事

業

29 

5 

浄 化 槽 設 置

整備事業、浄

化 槽 整 備 効

率化事業 

浄化槽の設置整備費補

助、既設浄化槽の悉皆調

査の実施 

相模原

市 
R3 R9 ○       

  

      

関

連

事

業

26 

6 

公共浄化槽等

整備推進事業

（環境配慮・防

災まちづくり

浄化槽整備推

進事業、公的施

設・防災拠点単

独処理浄化槽

集中転換事業） 

市が主体となって実施す

る浄化槽の整備 

相模原

市 
R3 R9 ○ 

  

    

  

      

関

連

事

業

27 

施設

整備

に係

る計

画策

定に

関す

るも

の 

32 

一 般 廃 棄 物

最 終 処 分 場

第 2 

一般廃棄物最終処分場第

2 期整備地の嵩上整備に

先立ち、生活環境影響調

査を行う。 

相模原市 R3 R3  ○ 

  

            

関

連

事

業

29 

33 

北 清 掃 工 場

建 替 整 備 に

係る PFI等導

入 可 能 性 調

査業務事業 

北清掃工場の建替整備に

先立ち、PFI 等導入可能性

調査を行う。 

相模原市 R6 R6 ○       

  

      

関

連

事

業

29 

 

公共下水道の整備による 
生活排水処理の改善 

合併処理浄化槽の普及促進 

高度処理型浄化槽の整備 

効率的な収集運搬体制の整備 

ごみ処理体制の整備 

事業系ごみの処理体制 

産業廃棄遺物の適正処理 

生活 
環境 
影響 
調査 

PFI 等 
導入 

可能性 

調査 

設置整備 

土堰堤 
整備 

準備 
工事 

設置整備 

悉皆 
調査 

基幹的設備

改良 
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施策 

種別 

事

業 

番

号 

施策の名称 施策の内容 
実施 

主体 

事業期

間 
交付金 

必要の 

要否 

事 業 計 画 
備
考 開

始 

終

了 

令和 

3 年度 

令和 

4 年度 

令和 

5 年度 

令和 

6 年度 

令和 

7 年度 

令和 

8 年度 

令和 

9 年度 

施 設

整 備

に 係

る 計

画 策

定 に

関 す

る も

の 

34 

次期一般廃

棄物最終処

分場整備に

係る基本計

画策定支援

業務等事業 

次期一般廃棄物最終処分

場の整備に先立ち、基本

計画の策定支援業務及び

PFI 等導入可能性調査を

行う。 

相模原市 R7 R8 ○      
 

 

 

関

連

事

業

29 

35 

一 般 廃 棄 物

最 終 処 分 場

第 2期整備地

嵩 上 に 係 る

猛 禽 類 調 査

事業 

一般廃棄物最終処分場第

2 期整備地の嵩上整備に

先立ち、猛禽類調査を行

う。 

相模原市 R3 R5   

   

    

関

連

事

業

29 

36 

次 期 一 般 廃

棄 物 最 終 処

分 場 整 備 に

係 る 候 補 地

選定事業 

次期一般廃棄物最終処分

場の整備に先立ち、候補地

選定を行う。 

相模原市 R3 R6     
 

 

   

関

連

事

業

29 

37 

南清掃工場

基幹的設備

改良に係る

発注仕様書

作成 

南清掃工場の基幹改良工

事に先立ち、発注仕様書を

作成するもの。 

相模原市 R6 R6 
 

  

   
 

 

   

関

連

事

業

29 

38 

北 清 掃 工 場

建 替 整 備 に

係 る 大 規 模

事 業 評 価 事

業 

北清掃工場の建替整備に

先立ち、大規模事業評価を

行う。 

相模原市 R7 R7      
  

 

 

関

連

事

業

29 

39 

一般廃棄物最

終処分場第２

期整備地嵩上

に係る修正設

計事業 

一般廃棄物最終処分場第

2 期整備地の嵩上整備に

先立ち既往設計の修正を

行う。 

相模原市 R8 R8       

 
 

関

連

事

業

29 

40 

北 清 掃 工 場

建 替 整 備 に

係 る 建 替 整

備 計 画 策 定

支援事業 

北清掃工場の建替整備に

先立ち、建替整備計画策定

を行う。 

相模原市 R8 R9 ○       

 関

連

事

業

29 

41 

次 期 一 般 廃

棄 物 最 終 処

分 場 整 備 に

係 る 環 境 影

響評価事業 

次期一般廃棄物最終処分

場の整備に先立ち、環境影

響評価を行う。 

相模原市 R9 R9 ○       

 関

連

事

業

29 

42 

次期一般廃棄

物最終処分場

整備に係る用

地測量等に係

る事業 

次期一般廃棄物最終処分

場の整備に先立ち、用地測

量等を行う。 

相模原市 R9 R9 ○       
 

関

連

事

業

29 

そ 

の 

他 

51 

不 法 投 棄 防

止 対 策 の 充

実 

不法投棄多発箇所に監視

カメラを設置するととも

に、地域と連携した不法投

棄防止対策を推進する。 

相模原市 R3 R9     
 

 

     

52 
ま ち 美 化 の

推進 

市民地域一斉清掃やまち

美化キャンペーンを実施

するとともに、清掃ボラン

ティア団体の活動を支援

する。 

相模原市 R3 R9     
 

 

     

53 

円 滑 な 災 害

廃 棄 物 処 理

の た め の 整

備 

地震災害や風水害に伴っ

て発生する廃棄物の処理

を円滑に行うため、災害時

には「相模原市災害廃棄物

等処理計画」に沿って廃棄

物処理を行う。また、計画

に従って職員の教育訓練

に努め、組織連絡体制の確

認を行う。 

相模原市 R3 R9    
     

 

  

不法投棄防止対策の充実 

まち美化の推進 

円滑な災害廃棄物処理のための整備 

基本計画

策定 
支援等 

猛禽類 
調査 

猛禽類 
調査 

猛禽類 
調査 

候補地選定 

発注 
仕様書 
作成 

大規模

事業 
評価 

修正 
設計 

建替整備 
計画策定 

環境

影響

評価 

用地

測量

等 
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排出量（トン／年）

R10年度R4年度 R5年度 R6年度 R7年度 R8年度 R9年度

人口（人）

減量化、再生利用に関する現状と目標

H27年度 H28年度 H29年度 H30年度 R元年度 R2年度 R3年度

680,000

675,000

710,000

705,000

700,000

695,000

690,000

685,000

60,000

40,000

20,000

0

740,000

735,000

730,000

725,000

720,000

715,000

180,000

160,000

140,000

120,000

100,000

80,000

200,000

280,000 745,000

260,000

240,000

220,000

別添１

生活系ごみ

(うち資源）

事業系ごみ

人 口

最終処分量

直接資源化量

処理後再生利用量

集団資源回収
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相模原市における生活系ごみの分別区分（令和 2 年 4 月 1 日現在） 

                                  

分別区分 主  な  品  目 

一般ごみ 

台所ごみ、くつ、スリッパ、プラスチック製品、木の枝、雑草、

ぬいぐるみ、座ぶとん、革製品、バッグ、ハンガー、ビデオテー

プ、カセットテープ、レコード、湯のみ・きゅうす・お皿などの

せともの、植木鉢、コップ、ガラス食器、鏡、乳白色のびん、電

球、包丁、針、ハサミ、カミソリなど 

かん類 
ジュース・ビールなどの飲料かん、かん詰めなどの食料かん、

スプレーかん、カセットボンベ、塗料かん、一斗かんなど 

金物類 
フライパン、やかん、なべ、ボウル、ざる、金属製の水筒・食

器・工具など 

びん類 
ジュース・ウイスキーなどの飲料びん、コーヒー・調味料・佃煮

などの食料びんなど 

紙類 

新聞（新聞紙、折込広告）、段ボール、雑誌・雑がみ（週刊誌、

古本、ノート、百科事典、メモ紙、トイレットペーパーの芯な

ど）、紙パック（牛乳、ジュースなどの飲料用パック容器）、紙

製容器包装（紙箱、包装紙、紙袋など） 

布類 
古着（下着、くつ下、スーツ、着物、セーター、オーバーコート

なども含む）、タオル、シーツ、毛布、カーテンなど 

ペットボトル ペットボトル 

プラ製容器包装 
ボトル・チューブ類、カップ類、トレイ類、パック類、レジ袋・

ポリ袋・ラップ類など 

使用済食用油 使用済食用油（植物性に限る） 

使用済小型家電 

携帯電話、ビデオカメラ、デジタルカメラなど、回収ボックス

（投入口横 30cm×縦 15cm）に入る電気・電池で動く小型家電製

品（※パソコン、家電リサイクル法対象品目を除く） 

蛍光管、水銀体温計 蛍光管（電球型、コンパクト型も可）、水銀体温計 

乾電池 マンガン、アルカリ、オキシライド乾電池など 

粗大ごみ 
ガスコンロ、電子レンジ、いす、げた箱、テーブル、タンス、布

団、カーペット、傘、自転車、じゅうたんなど 

 

 

 

 

 

 

 

別添２ 
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 現有処理施設の概要及び配置図 

 
施設名 所在地 種類 処理する廃棄物 処理能力 竣工年月 

南清掃工場 南区麻溝台 1524-1 ごみ処理施設 一般廃棄物 525t／日 H22.3 

北清掃工場 緑区下九沢 2074-2 ごみ処理施設 一般廃棄物 450t／日 H3.12 

北清掃工場 

粗大ごみ処理施設 
緑区下九沢 2074-2 粗大ごみ処理施設 粗大ごみ 85t／日 H3.8 

一般廃棄物最終処分場 南区麻溝台 3412-2 外 埋立処分地施設 焼却残渣 
1,235,300

㎥ 
S54.4 

津久井クリーンセンター 

し尿処理施設 
緑区青山 3063 し尿処理施設 

生し尿、 

浄化槽汚泥 
89kl／日 H28.3 

 

 

 

 

 
 
 

津久井クリーンセンター（し尿処理施設） 

北清掃工場（ごみ処理施設、粗大ごみ処理施設） 

南清掃工場 
（ごみ処理施設） 

一般廃棄物最終処分場 

別添３ 
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別添４ 
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         【参考資料様式５】 
 
 

施設概要（最終処分場系） 
都道府県名 神奈川県 

 

(1) 事業主体名 相模原市 

(2) 施設名称 一般廃棄物最終処分場第２期整備地 

(3) 工期  ※1  令和４年度 ～ 令和５年度 

(4) 処分場面積、容積 
総面積 

   98,379ｍ2 

埋立面積 

   78,400ｍ2 

埋立容積 

1,235,300ｍ3 

(5) 処分開始年度 

及び終了年度 

 埋立開始  昭和５４年度 

 埋立終了  令和１９年度 

(6) 跡地利用計画 都市公園 

(7) 地域計画内の役割 安定したごみ処理体制の維持 

(8) 廃焼却施設解体工事の 

有無 
有        無 

 

(9) 総事業計画額 ※1 
１７１，８６７千円 

うち、交付対象事業費 ５３，１６５千円 

※1 事業が複数の地域計画にまたがる場合、本地域計画期間内の工期、金額を記載し、全体の工期、金額 

を括弧書きすること。 
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         【参考資料様式５】 
 
 

施設概要（エネルギー回収施設系） 
都道府県名 神奈川県 

 

(1) 事業主体名 相模原市 

(2) 施設名称 南清掃工場ごみ焼却施設（基幹的設備改良） 

(3) 工期  令和８年度 ～ 令和１１年度 

(4) 施設規模  ５７５ｔ／日（１７５ｔ／日×３炉） 

(5) 形式及び処理方式  

(6) 余熱利用の計画 
１．発電の有無    有（発電効率 １６．０％ ）・ 無 

２．熱回収の有無   有（熱回収率 １７．８％ ）・ 無 

(7) 地域計画内の役割 

竣工から２０年が経過した南清掃工場の老朽化に対応するため、長寿

命化計画に基づき、温室効果ガスの削減（削減率３％以上）及びごみの

安定処理を行うための基幹的設備の改良を行う。 

(8) 廃焼却施設解体工事の 

有無 

有    無 

※一部の機械設備は撤去 

 

「ごみ燃料化施設」を整備する場合 

(9) 燃料の利用計画  

 

「メタンガス化施設」を整備する場合 

(10) バイオガス熱利用率  

 

(11) バイオガスの利用計画 

 

 

 

(12) 事業計画額 １０，９１５，３００ 千円 
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 【参考資料様式７】 
施設概要（浄化槽系） 

都道府県名   神奈川県  
 

(1) 事業主体名 相模原市 

(2) 事業名称 浄化槽設置整備事業 

(3) 事業の実施目的及び内容 

雑排水対策を推進する必要がある地域において、生活排水処理基

本計画に基づき浄化槽の計画的な整備を図るため、設置者に対し設

置に要する費用を助成する。 

(4）事業期間 
（生活排水処理基本計画期間） 
※生活排水処理基本計画をもって地域計画

に代える場合に括弧書きで記載。 

令和３年度 ～ 令和９年度 

(5) 事業対象地域の要件 
人口 面積 沖縄 離島 奄美 豪雪、山村 半島 過疎 その他 

浄化槽設置整備事業実施要綱 第３（１）ア（キ） 

(6) 事業計画額 
交付対象事業費 42,362 千円 
うち 浄化槽設置整備事業に係る事業費  40,096 千円 

浄化槽整備効率化事業に係る事業費  2,266 千円 

 
○  事業計画額の内訳及び浄化槽の整備規模 
 【浄化槽設置整備事業の場合】 

区分 交付対象基数（ 人分） 基準額合計 総事業費 交付対象事業費 

5人槽 ９１基（ ４５５人分） 30,212 68,341 30,212 

6～ 7人槽 ７基（   ４９人分） 2,898 6,608 2,898 

8～10人槽 ７基（   ７０人分） 3,836 8,603 3,836 

11～20人槽 基（       人分）    

21～30人槽 基（       人分）    

31～50人槽 基（       人分）    

51 人槽以上 基（       人分）    

宅内配管費 基            

撤去費   １０５基          3,150 3,150 3,150 

雨水貯留槽
等再利用 

基            

改築費 
（災害） 

基            

改築費 
（長寿命化） 

基            

浄化槽整備 

効率化事業費 

台帳作成費 2,266 2,266 2,266 

計画策定等調査費    

効果的な転換促進及び管理適正化推進費    

合 計 
１０５基（  ５７４人分） 

※基数の合計には、宅内配管
費、撤去費、改築費を除く。 

42,362 88,968 42,362 
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【参考資料様式７】 

施設概要（浄化槽系） 
都道府県名 神奈川県 

 

(1) 事業主体名 相模原市 

(2) 事業名称 
公共浄化槽等整備推進事業（環境配慮・防災まちづくり浄化槽整

備推進事業、公共施設・防災拠点単独処理浄化槽集中転換事業） 

(3) 事業の実施目的及び内容 
生活排水処理を緊急に促進する必要がある地域において、地域を

単位として浄化槽の計画的な整備を図る。 

(4）事業期間 
（生活排水処理基本計画期間） 
※生活排水処理基本計画をもって地域計画

に代える場合に括弧書きで記載。 

令和３年度 ～ 令和９年度 

(5) 事業対象地域の要件 人口 面積 沖縄 離島 奄美 豪雪、山村 半島 過疎 その他 
 

(6) 事業計画額 

交付対象事業費 2,425,678 千円 
うち  （以下の事業を実施する場合） 

環境配慮・防災まちづくり浄化槽整備推進事業に係る事業費 
2,341,494 千円 

公的施設単独処理浄化槽集中転換事業に係る事業費     
84,184 千円 

 
○  事業計画額の内訳及び浄化槽の整備規模 
 【公共浄化槽等整備推進事業の場合】 

区分 
交付対象基数 
（      人分） 

基準額合計 総事業費 
交付対象 
事業費 

5人槽 １,２３２基（６,１６０人分） 1,501,104 2,168,320 1,501,104 

6～ 7人槽 １１２基（   ７８４人分） 171,888 247,520 171,888 

8～10人槽 ２８基（   ２８０人分） 54,096 83,440 54,096 

11～15人槽 基（         人分）    

16～20人槽 ７基（  １２６人分） 30,009 98,000 30,009 

21～25人槽 １４基（   ３２２人分） 75,516 210,000 75,516 

26～30人槽 基（        人分）    

31～40人槽 ２基（     ７０人分） 14,574 40,000 14,574 

41～50人槽 １基（     ４５人分） 8,397 25,000 8,397 

51 人槽以上 ５基（   ９７７人分） 437,245 587,245 437,245 

共同浄化槽 人槽 基（        戸数）    

宅内配管費 １基         231 231 231 
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撤去費 １,４０１基         132,618 132,618 132,618 

雨水貯留槽
等再利用 

基            

改築費 
（災害） 

基            

改築費 
（長寿命化） 

基            

事務費     

浄化槽整備 

効率化事業費 

台帳作成費    

調査費    

計画策定等調査費    

効果的な転換促進及び管理適正化推進費    

合 計 
1,401 基（8,764 人分） 

※基数の合計には、宅内配管費、
撤去費、改築費を除く。 

2,425,678 3,592,374 2,425,678 
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   【参考資料様式８】 
計 画 支 援 概 要 

 

都道府県名 神奈川県        

 

(1) 事業主体名 

 

相模原市 

(2) 事業目的   一般廃棄物最終処分場第２期整備地の嵩上整備のため 

 

(3) 事業名称 

 

一般廃棄物最終処分場第２期整備地嵩上

に係る生活環境影響調査事業 

 

一般廃棄物最終処分場第２期整備地嵩上

に係る猛禽類調査 

 

(4) 事業期間 令和３年度 令和３年度～令和５年度 

(5) 事業概要 生活環境影響調査 猛禽類調査業務 

 

(6) 総事業計

画額  

９，４６０千円 

うち、交付対象事業費９，４６０千円 

１９，２５０千円 

うち、交付対象事業費 ０千円 
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 【参考資料様式８】 

計 画 支 援 概 要 

 

都道府県名 神奈川県        

 

(1) 事業主体名 

 

相模原市 

(2) 事業目的   北清掃工場の建替整備のため 

 

(3) 事業名称 

 

北清掃工場建替整備に係る PFI 等 

導入可能性調査業務事業 

北清掃工場建替整備に係る 

大規模事業評価事業 

(4) 事業期間 令和６年度 令和７年度 

(5) 事業概要 PFI 等導入可能性調査業務 大規模事業評価業務（自課） 

 

(6) 総事業計

画額  

９，２４０千円 

うち、交付対象事業費８，３８２千円 
－ 
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【参考資料様式８】 

 

計 画 支 援 概 要 

 

都道府県名 神奈川県        

 

(1) 事業主体名 

 

相模原市 

(2) 事業目的   次期一般廃棄物最終処分場の整備のため 

 

(3) 事業名称 

 

次期一般廃棄物最終処分場整備に係る 

基本計画策定支援業務等事業 

次期一般廃棄物最終処分場整備に

係る候補地選定事業 

(4) 事業期間 令和７～８年度 令和３年度～令和６年度 

(5) 事業概要 基本計画策定支援業務 候補地選定業務 

 

(6) 総事業計

画額  

20,669 千円 

うち、交付対象事業費 20,669 千円 

54,292 千円 

うち、交付対象事業費 0 千円 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

33 

【参考資料様式８】 
 

計 画 支 援 概 要 

 

都道府県名 神奈川県        

 

(1) 事業主体名 

 

相模原市 

(2) 事業目的   南清掃工場の基幹的設備改良工事のため 

 

(3) 事業名称 

 

南清掃工場基幹的設備改良に係る発注仕様書作成（自課作成） 

(4) 事業期間 令和６年度 

(5) 事業概要 基幹的設備改良工事の発注仕様書作成（自課作成） 

 

(6) 総事業計

画額  
 － 
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【参考資料様式８】 

計 画 支 援 概 要 

 

都道府県名 神奈川県        

 

(1) 事業主体名 

 

相模原市 

(2) 事業目的   北清掃工場の建替整備のため 

 

(3) 事業名称 

 

北清掃工場建替整備に係る建替整備計画策定支援事業 

(4) 事業期間 令和８年度～令和９年度 

(5) 事業概要 建替整備計画策定支援業務 

 

(6) 総事業計画額  
45,749 千円 

うち、交付対象事業費 45,749 千円 
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【参考資料様式８】 

計 画 支 援 概 要 

 

都道府県名 神奈川県        

 

(1) 事業主体名 

 

相模原市 

(2) 事業目的   次期一般廃棄物最終処分場整備のため 

 

(3) 事業名称 

 

次期一般廃棄物最終処分場整備に係る

環境影響評価事業 

次期一般廃棄物最終処分場整備に係る

用地測量等に係る事業 

(4) 事業期間 
令和９年度 

（全体令和９年度～１３年度） 

令和９年度 

（全体令和９年度～１３年度） 

(5) 事業概要 環境影響評価 用地測量等 

 

(6) 総事業計画額  
135,795 千円 

うち、交付対象事業費 135,795 千円 

150,000 千円 

うち、交付対象事業費 150,000 千円 

 


